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（抜粋）公の施設に関する条例（昭和39年４月１日条例第７号） 

（趣旨） 

第１条 地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」という。）第244条の２の規定によ

る公の施設の設置、管理及び廃止については、法令又は他の条例に特別の定めがあるもの

を除くほかこの条例の定めるところによる。 

（設置） 

第２条 県民の福祉を増進する目的をもってその利用に供するため、別表第１のとおり公

の施設を設置する。 

（管理の原則） 

第３条 公の施設は、常に良好な状態において管理し、その設置の目的に応じて最も効率

的に運用しなければならない。 

（特に重要な公の施設） 

第４条 法第244条の２第２項の規定により、議会において出席議員の３分の２以上の者の

同意を得なければ廃止できない公の施設は、別表第２に定めるものとする。 

（守るべき事項） 

第５条 公の施設の利用者は、次に掲げる事項を守らなければならない。ただし、特に知

事の承認を受けたときはこの限りでない。 

(１) 公の施設を利用する権利を他に譲渡しないこと。 

(２) 公の施設の原状を変更し、又はこれに工作を加えないこと。 

(３) 公の施設の使用目的外に使用しないこと。 

(４) その他知事において指示した事項 

（原状回復義務） 

第６条 公の施設の利用者は、利用を終了したときは、自己の負担において直ちに原状に

回復しなければならない。 

（利用の許可、制限等） 

第７条 公の施設の利用について、知事はその利用の許可、利用の制限、その他必要な事

項について規則を定めることができる。 

（損害賠償） 

第８条 故意又は過失によって公の施設を滅失し、又は破損した者は、その損害を賠償し

なければならない。ただし、知事が情状によりやむを得ないと認めたときは、賠償の責任

を軽減し、又は免除することができる。 

（利用の中止等） 

第９条 公の施設の利用者が、第５条の規定に反する行為があった場合又は知事において、

公益上必要があると認めたときは、その利用の許可を取り消し、又はその利用を中止させ

ることができる。 

（指定管理者が管理を行う公の施設） 

第10条 知事は、必要があると認めるときは、法第244条の２第３項の規定により、別表第

３に掲げる公の施設の管理を法人その他の団体（以下「団体」という。）で知事が指定す

るもの（以下「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

（指定管理者の指定の手続） 

第10条の２ 前条の規定による指定を受けようとするものは、申請書に公の施設の管理に

係る事業計画書（以下「事業計画書」という。）その他規則で定める書類を添付して知事

に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項に規定する申請の手続について、あらかじめ公表するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による申請書の提出があったときは、次に掲げる基準により内

容の審査を行い、指定管理者の候補（以下「指定管理候補者」という。）を選定し、議会

の議決を経て指定管理者を指定するものとする。 

(１) 住民の平等な利用が確保されること。 



 

(２) 事業計画書の内容が、公の施設の効用を最大限に発揮するとともに、その管理に係

る経費の縮減が図られるものであること。 

(３) 事業計画書の内容を確実に実施するために必要な経理的基礎及び管理に関する能

力を有するものであること。 

(４) その他規則で定める基準 

（指定管理者の指定の手続の特例） 

第10条の２の２ 知事は、次の各号のいずれかに該当するときは、前条の規定にかかわら

ず、同条第３項各号に掲げる基準を満たすものと認める団体を指定管理候補者として選定

し、議会の議決を経て指定管理者を指定することができる。 

(１) 前条第１項に規定する申請がなかったとき、又は同条第３項の審査の結果指定管理

候補者となるべき団体がなかったとき。 

(２) 指定管理候補者を指定管理者として指定することが不可能となり、又は著しく不適

当と認められる事情が生じたとき。 

(３) 法第244条の２第11項の規定により指定管理者の指定を取り消したとき。 

(４) 公の施設に係る特定事業（民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関

する法律（平成11年法律第117号。以下この号において「民間資金法」という。）第２

条第２項に規定する特定事業をいう。）を実施する民間事業者として民間資金法第８条

第１項の規定により選定された団体を指定管理候補者とするとき。 

(５) その他知事が特に必要と認めるとき。 

２ 知事は、前項の規定により指定管理候補者を選定する場合には、当該団体に対し、前

条第１項に規定する書類の提出を求めるものとする。 

（指定管理者が行う業務） 

第10条の３ 指定管理者は、次に掲げる業務を行うものとする。 

(１) 公の施設の利用に関する業務 

(２) 公の施設（附属設備を含む。）の維持及び保全に関する業務 

(３) その他公の施設の管理運営に関して規則で定める業務 

（指定管理者が行う管理の基準） 

第10条の４ 指定管理者は、第10条の６の規定により読み替えて適用される第９条に定め

るもののほか、規則で定める管理の基準に従って公の施設の管理を行わなければならない。 

（利用料金） 

第10条の５ 知事は、適当と認めるときは、別表第４の施設の欄に掲げる公の施設の指定

管理者に、その管理する公の施設の利用料金を当該指定管理者の収入として収受させるこ

とができる。 

２ 前項の場合における利用料金は、別表第４に定める基準に従って指定管理者が定める

ものとする。 

３ 指定管理者は、前項の規定により利用料金を定めるときは、あらかじめ知事の承認を

受けなければならない。 

４ 指定管理者は、公益上その他特別の事由がある場合に限り、利用料金を減額し、又は

免除することができる。 

（指定管理者が管理する場合の読替） 

第10条の６ 第10条の規定により公の施設の管理を指定管理者に行わせる場合における第

５条及び第９条の規定の適用については、第５条第４号及び第９条中「知事」とあるのは

「指定管理者」と読み替えるものとする。 

（指定管理者の指定等の告示） 

第10条の７ 知事は、指定管理者を指定したとき、又はその指定を取り消したとき、若し

くは管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じたときは、その旨を告示するものとする。 

（使用料） 

第11条 公の施設の利用については、使用料及び手数料徴収条例（平成12年宮崎県条例第



 

９号）により使用料を徴収することができる。 

（罰則） 

第12条 公の施設を無断で利用し、又はこれにより収益した者並びに故意に滅失又は破損

した者については、５万円以下の過料を科することができる。 

（委任） 

第13条 この条例の施行に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 

別表第１（第２条関係） 

  

名称 設置目的 位置 

（略） （略） （略） 

   

宮崎県諸県県有

林共に学ぶ森 

森林とのふれあいの場を提供するとともに、森林

の機能及び林業の役割を研修するための施設 

宮崎市高岡町紙屋

字赤木９番地１ 

   

（略） （略） （略） 

別表第３（第10条関係） 

  

名称 

（略） 

 
宮崎県諸県県有林共に学ぶ森 

 

（略） 

 

  



 

（抜粋）地方自治法 （昭和 22 年法律第 67 号）    

 

（公の施設） 

第２４４条 普通地方公共団体は、住民の福祉を増進する目的をもつてその利用に供する

ための施設（これを公の施設という。）を設けるものとする。 

２ 普通地方公共団体（次条第三項に規定する指定管理者を含む。次項において同じ。）は

、正当な理由がない限り、住民が公の施設を利用することを拒んではならない。 

３ 普通地方公共団体は、住民が公の施設を利用することについて、不当な差別的取扱い

をしてはならない。 

（公の施設の設置、管理及び廃止） 

第２４４の２ 二百四十四条の二 普通地方公共団体は、法律又はこれに基づく政令に特

別の定めがあるものを除くほか、公の施設の設置及びその管理に関する事項は、条例で

これを定めなければならない。 

２ 普通地方公共団体は、条例で定める重要な公の施設のうち条例で定める特に重要なも

のについて、これを廃止し、又は条例で定める長期かつ独占的な利用をさせようとする

ときは、議会において出席議員の三分の二以上の者の同意を得なければならない。 

３ 普通地方公共団体は、公の施設の設置の目的を効果的に達成するため必要があると認

めるときは、条例の定めるところにより、法人その他の団体であつて当該普通地方公共

団体が指定するもの（以下本条及び第二百四十四条の四において「指定管理者」という

。）に、当該公の施設の管理を行わせることができる。 

４ 前項の条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及び業務の

範囲その他必要な事項を定めるものとする。 

５ 指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとする。 

６ 普通地方公共団体は、指定管理者の指定をしようとするときは、あらかじめ、当該普

通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 

７ 指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書

を作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。 

８ 普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利

用に係る料金（次項において「利用料金」という。）を当該指定管理者の収入として収受

させることができる。 

９ 前項の場合における利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の

定めるところにより、指定管理者が定めるものとする。この場合において、指定管理者

は、あらかじめ当該利用料金について当該普通地方公共団体の承認を受けなければなら

ない。 

１０ 普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管理の適正

を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め

、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

１１ 普通地方公共団体は、指定管理者が前項の指示に従わないときその他当該指定管理

者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は

期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

（公の施設の区域外設置及び他の団体の公の施設の利用） 

第２４４の３ 普通地方公共団体は、その区域外においても、また、関係普通地方公共団

体との協議により、公の施設を設けることができる。 

２ 普通地方公共団体は、他の普通地方公共団体との協議により、当該他の普通地方公共

団体の公の施設を自己の住民の利用に供させることができる。 

３ 前二項の協議については、関係普通地方公共団体の議会の議決を経なければならない。 



 

（公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求） 

第２４４条の４ 普通地方公共団体の長以外の機関（指定管理者を含む。）がした公の施設

を利用する権利に関する処分についての審査請求は、普通地方公共団体の長が当該機関

の最上級行政庁でない場合においても、当該普通地方公共団体の長に対してするものと

する。 

２ 普通地方公共団体の長は、公の施設を利用する権利に関する処分についての審査請求

がされた場合には、当該審査請求が不適法であり、却下するときを除き、議会に諮問し

た上、当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

３ 議会は、前項の規定による諮問を受けた日から二十日以内に意見を述べなければなら

ない。 

４ 普通地方公共団体の長は、第二項の規定による諮問をしないで同項の審査請求を却下

したときは、その旨を議会に報告しなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（抜粋）地方自治法施行令(昭和 22 年政令第十六号) 

 

（一般競争入札の参加者の資格） 

第１６７条の４ 普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札

に次の各号のいずれかに該当する者を参加させることができない。 

（１） 当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

（２） 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

（３） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号）

第三十二条第一項各号に掲げる者 

２ 普通地方公共団体は、一般競争入札に参加しようとする者が次の各号のいずれかに該

当すると認められるときは、その者について三年以内の期間を定めて一般競争入札に参

加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者についても、また同様とする。 

（１） 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件の

品 

質若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

（２） 競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格

の成 

立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

（３） 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

（４） 地方自治法第二百三十四条の二第一項の規定による監督又は検査の実施に当たり

職員の職務の執行を妨げたとき。 

（５） 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

（６） 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

意に虚偽の事実に基づき過大な額で行つたとき。 

（７） この項（この号を除く。）の規定により一般競争入札に参加できないこととされ

ている者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使

用したとき。 


